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平成26年度市町村等地方公営企業の決算の概要について 

 

                                                                        平 成 2 7年 10月 3 0日 

                                                                         総合政策部市町村課 

１ 事 業 数 

① 市町村等の地方公営企業数：118 事業（△3事業） 

・法適用企業 31 事業（水道事業△1事業） 

法非適用企業 87 事業（簡易水道△2、下水道△1、電気＋1 事業） 

② 事業数の 73.8％は上下水道が占める 

 

○ 主な事業の状況 

① 下水道（法適用・法非適用計）    24団体 60事業（構成比 50.9％） 

② 上水道・簡易水道           23団体 27事業（構成比 22.9％） 

③ 宅地造成            12団体 12事業（構成比 10.2％） 

 

事  業  数 

                                     （単 位 ： 事 業 、 ％ ）  
26年度 25年度 対前年度比較

A 構成比 B A-B

上 水 道 23 19.5 24 △1

工 業 用 水 道 2 1.7 2

病 院 3 2.5 3

下 水 道 2 1.7 2

市 場 1 0.9 1

31 26.3 32 △1

簡 易 水 道 4 3.4 6 △2

下 水 道 58 49.2 59 △1

市 場 6 5.1 6

と 畜 場 1 0.8 1

観 光 施 設 3 2.5 3

宅 地 造 成 12 10.2 12

駐 車 場 1 0.8 1

介護サービス 1 0.8 1

電 気 1 0.8 - 1

87 73.7 89 △2

118 100.0 121 △3

項   目

合　　　　　計

小 計

小 計

法

適

用

法

非

適

用

 
(注1)対象事業は、平成26年度決算統計対象事業であり、市町村で構成する一部事務組合による事業を含む。（以下同じ） 

 (注2)表内の数値は、表示単位未満での端数調整を行っていないため、計が合わないことがある。（以下同じ） 

(注3)病院事業については、小山市病院事業債管理事業特別会計を含む。（以下同じ） 

 

事 業 数 の 推 移 
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(注)水道は上水道及び簡易水道の計、下水道は法適用及び法非適用の計である。(以下同じ) 

年度   

合計 
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２ 決 算 の 規 模 

① 公営企業全体の決算規模：1,161 億 14 百万円 

・前年度比：＋26 億 94 百万円（＋2.4％） 

・要因：建設投資の増（＋77 億 93 百万円） 

 

○ 主な事業の状況 

① 下水道（法適用・法非適用計）644億92百万円（構成比 55.6％ 対前年度比  ＋ 2.1％） 

② 上水道・簡易水道      415億16百万円（構成比 35.7％ 対前年度比  ＋ 0.6％） 

③ 病院               39億65百万円（構成比  3.4％ 対前年度比  ＋ 7.4％） 

④ 宅地造成            39億48百万円（構成比  3.4％ 対前年度比  ＋21.9％） 

 

決  算  規  模 

                                      （単 位 ： 百 万 円 、 ％ ）  

26年度 25年度

A 構成比 B C（A－B) C／B

上 水 道 40,885 35.2 40,543 342 0.8

工 業 用 水 道 180 0.2 167 13 7.8

病 院 3,965 3.4 3,692 273 7.4

下 水 道 14,352 12.4 17,372 △ 3,020 △ 17.4

市 場 612 0.5 539 73 13.5

小 計 59,996 51.7 62,313 △ 2,317 △ 3.7

簡 易 水 道 631 0.5 736 △ 105 △ 14.3

下 水 道 50,140 43.2 45,815 4,325 9.4

市 場 809 0.7 785 24 3.1

と 畜 場 87 0.1 77 10 13.0

観 光 施 設 259 0.2 251 8 3.2

宅 地 造 成 3,948 3.4 3,240 708 21.9

駐 車 場 142 0.1 149 △ 7 △ 4.7

介 護 サ ー ビ ス 52 0.0 54 △ 2 △ 3.7

電 気 50 0.0 - 50 皆増

小 計 56,118 48.3 51,108 5,010 9.8

116,114 100.0 113,420 2,694 2.4合　　　　　計

法

適

用

対前年度比較
項    目

法

非

適

用

 
 

＜決算規模の算出方法＞ 

    法 適 用 企 業＝総費用－減価償却費＋資本的支出(建設改良費や企業債償還金等の支出) 

       法非適用企業＝総費用＋資本的支出＋積立金＋繰上充用金*1 

 

決 算 規 模 の 推 移 
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*1繰上充用金…会計年度経過後にその年度の歳入が歳出に不足するとき、翌年度の歳入を繰り上げてその年度の歳入に充てた額をいう。 

 

年度   

合計 
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３ 収 支 の 状 況 
 

(１) 決算内容 

◇法適用企業 

①純損益*152 億 33 百万円：前年度比△１億 51 百万円（△2.8％） 

   ・減少要因：特別損失の増加（＋31 億 67 百万円） 

②累積欠損金*2保有事業数：３事業（病院２事業、上水道１事業）前年度比△１事業 

◇法非適用企業 

①実質収支*325 億 22 百万円：前年度比＋９億 65 百万円（＋62.0％） 

・増加要因：料金収入の増加（＋17 億 73 百万円） 
（※収入は、収益的収入と資本的収入の合計、支出は、収益的支出と資本的支出の合計） 

(２) 収支の状況 

赤字事業数：上水道１事業、病院１事業 

・前年度比：＋１事業（病院＋１） 

 

  ○ 赤字事業数                 〔26年度〕  〔25年度〕   

① 病院                     １事業  ←  ０事業 

② 上水道                   １事業  ←  １事業 

            

                                     

事 業 別 収 支 の 状 況 

                                          （単 位 ： 事 業 ）  

黒字事業 赤字事業 黒字事業 赤字事業

A B A-B

上 水 道 23 22 1 24 23 1

工 業 用 水 道 2 2 2 2

病 院 3 2 1 3 3 1

下 水 道 2 2 2 2

市 場 1 1 1 1

小 計 31 29 2 32 31 1 1

簡 易 水 道 4 4 6 6

下 水 道 58 58 59 59

市 場 6 6 6 6

と 畜 場 1 1 1 1

観 光 施 設 3 3 3 3

宅 地 造 成 12 12 12 12

駐 車 場 1 1 1 1

介 護 サ ー ビ ス 1 1 1 1

電 気 1 1 - - -

小 計 87 87 89 89

118 116 2 121 120 1 1合 計

項    目
対前年度比較

25年度26年度

計 計

法

非

適

用

法

適

用

 
 

（注）黒字・赤字の判断は、法適用企業にあっては純損益、法非適用企業にあっては実質収支による。 

 

 
*1純損益…総収益と総費用との差をいう。 
*2累積欠損金…法適用企業において、営業活動によって欠損を生じた場合に、繰越利益剰余金、利益積立金等によってもなお補填がで

きなかった各事業年度の損失（赤字）が累積したものをいう。 
*3実質収支…法非適用企業において、収益的収支と資本的収支の合計額に前年度からの繰越金等を加減した額（形式収支）から翌年度

へ繰越すべき財源を控除したものをいう。 
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法適用企業の決算状況（総合計）  

                                                               （ 単 位：百 万 円 、％ ） 

26年度 25年度

A うち上水道 うち病院 うち下水道 B 増減額 増減率

 総   収   益    a 56,994 38,626 3,530 13,963 50,968 6,026 11.8

   経 常 収 益   b 55,825 37,851 3,414 13,717 50,771 5,054 10.0

    うち料金収入 41,715 31,933 1,941 7,224 41,981 △ 266 △ 0.6

    うち他会計繰入金 6,397 1,009 1,263 4,064 6,386 11 0.2

   特 別 利 益   c 1,169 775 117 246 198 971 490.4

 総  費  用      d 51,760 33,816 3,669 13,469 45,585 6,175 13.5

   経 常 費 用   e 48,287 31,826 3,486 12,214 45,280 3,007 6.6

  　 うち職員給与費 5,137 3,119 1,346 504 5,533 △ 396 △ 7.2

   特 別 損 失   f 3,472 1,988 183 1,256 305 3,167 1,038.4

 経 常 損 益   b-e 7,538 6,023 △ 72 1,503 5,491 2,047 37.3

 純  損  益    a-d 5,233 4,810 △ 139 494 5,384 △ 151 △ 2.8

   純利益    5,420 4,857 0 494 5,429 △ 9 △ 0.2

   純損失(△) 186 47 139 0 46 140 304.3

 累積欠損金    1,770 7 1,763 0 2,516 △ 746 △ 29.7

 不 良 債 務   0 0 0 0 0 0 － 

 総  事  業  数 31 23 3 2 32 △ 1 △ 3.1

    うち建設中 0 0 0 0 0 － － 

 経常損失事業数 2 1 1 0 1 1 100.0

 累積欠損金保有事業数 3 1 2 0 4 △ 1 △ 25.0

 不良債務保有事業数 0 0 0 0 0 － － 

項    目
対前年度比較

（注）経常収益＝総収益－特別利益、経常費用＝総費用－特別損失 

 

法非適用企業の決算状況（総合計） 
 

（ 単 位 ： 百 万 円 、 ％ ）  

A うち公共下水 うち農業集落排水 B

 総  収  益      a 33,774 453 29,884 24,602 3,842 2,343 31,386 2,388 7.6

    うち料金収入 16,130 419 12,955 11,489 939 2,235 14,357 1,773 12.3

    うち他会計繰入金 16,806 30 16,455 12,676 2,873 24 16,490 316 1.9

 総  費  用      b 18,025 253 16,738 13,531 2,283 87 17,730 295 1.7

    うち職員給与費 1,192 38 1,061 883 121 16 1,195 △ 3 △ 0.3

*1  収 支 差 引         15,749 200 13,146 11,071 1,559 2,255 13,655 2,094 15.3

 資本的収入      c 23,464 196 20,230 17,589 1,059 2,735 19,835 3,629 18.3

   うち企業債 12,830 74 11,510 10,672 262 1,246 9,849 2,981 30.3

   うち他会計繰入金 5,104 106 3,210 2,481 539 1,486 5,463 △ 359 △ 6.6

 資本的支出      d 37,921 378 33,300 28,504 2,669 3,824 33,248 4,673 14.1

   うち建設改良費 18,531 186 16,128 14,100 579 2,203 12,359 6,172 49.9

   うち企業債償還金  e 18,974 192 17,070 14,344 2,057 1,348 20,491 △ 1,517 △ 7.4

*2  収 支 差 引         △ 14,457 △ 182 △ 13,070 △ 10,914 △ 1,611 △ 1,089 △ 13,413 △ 1,044 7.8

2,522 86 1,216 1,036 122 1,123 1,557 965 62.0

2,522 86 1,216 1,036 122 1,123 1,557 965 62.0

0 0 0 0 0 0 0 － －

91.3 101.8 88.4 88.3 88.5 163.2 82.1 9 11.2

87 4 58 23 21 12 89 △ 2 △ 2.2

0 0 0 0 0 0 0 － －  実質収支で赤字の事業数

      赤    字 (△) 

  収益的収支比率 a /(b+e)

  総  事  業  数

収

益

的

収

支

資

本

的

収

支

実 質 収 支 

      黒    字

項       目
26年度

対前年度比較

うち簡易水道 うち下水道 うち宅地造成 増減額 増減率

25年度

 

 
*1収益的収支…企業の経営活動において提供するサービスの対価としての料金収入や他会計繰入金などの収入と、サービスの提供のた

めの職員給与費、動力費、支払利息、減価償却費（法適用の場合）等の費用の収支を示すもの。                     

*2資本的収支…企業の経営活動に要する施設の整備等に係る建設改良費や企業債償還金(元金)等の支出と、その財源である企業債、国

庫補助金、他会計繰入金等の収入の収支を示すもの。  
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４ 建 設 投 資 額 の 状 況 

 

○ 主な事業の状況 

 ① 下水道（法適用・法非適用計） 180億62百万円 （構成比 52.9％ 対前年度比  ＋43.1％） 

 ② 上水道・簡易水道         135億９千万円 （構成比 39.7％ 対前年度比 ＋15.7％） 

 ③ 宅地造成             22億３百万円 （構成比  6.4％ 対前年度比  ＋32.7％） 

 

建  設  投  資  額  

（ 単 位 ： 百 万 円 、 ％ ）  

26年度 25年度

A 構成比 B C(A－B) C／B

上 水 道 13,404 39.2 11,605 1,799 15.5

工 業 用 水 道 39 0.1 39 0 0.0

病 院 255 0.7 300 △ 45 △ 15.0

下 水 道 1,934 5.7 2,087 △ 153 △ 7.3

市 場 29 0.1 9 20 222.2

小 計 15,661 45.8 14,040 1,621 11.5

簡 易 水 道 186 0.5 136 50 36.8

下 水 道 16,128 47.2 10,537 5,591 53.1

市 場 0 0.0 0 0 -

と 畜 場 0 0.0 0 0 -

観 光 施 設 7 0.0 18 △ 11 △ 61.1

宅 地 造 成 2,203 6.4 1,660 543 32.7

駐 車 場 1 0.0 1 △ 0 △ 0.0

介 護 サ ー ビ ス 5 0.0 8 △ 3 △ 37.5

電 気 0 0.0 - 0 -

小 計 18,531 54.2 12,359 6,172 49.9

34,192 100.0 26,399 7,793 29.5

対前年度比較

県　　　　　計

項    目

法

非

適

用

法

適

用

 
（注）建設投資額は、資本的支出の建設改良費である。 

 

建  設  投  資  額 の 推 移  
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建設投資額：341 億 92 百万円 

・前年度比：＋77 億 93 百万円（＋29.5％） 

・増加要因：下水道の増加（＋54 億 38 百万円） 

年度   

合計 
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５ 企 業 債 の 状 況 

① 企業債*1発行額：169 億 71 百万円 

・前年度比：△15 億 47 百万円（△8.4％） 

・減少要因：借換債の皆減（△61 億８百万円） 

② 企業債償還額：333 億 43 百万円 

・前年度比：△83 億８千万円（△20.1％） 

・減少要因：補償金免除繰上償還額*2の皆減（前年度比:△89 億 48 百万円） 

③ 企業債現在高：4,939 億 59 百万円 

・前年度比：△163 億 71 百万円（△3.2％） 

・減少要因：企業債償還額が企業債発行額を上回ったため 

・公営企業全体の決算規模 1,161 億 14 百万円の約 4.3 倍 

 

○ 主な事業の企業債現在高の状況 

①  下水道（法適用・法非適用計）3,478億59百万円（構成比 70.4％ 対前年度比  △ 2.9％） 

②  上水道・簡易水道      1,372億92百万円（構成比 27.8％ 対前年度比  △ 3.6％） 

③  宅地造成             32億７千万円（構成比  0.7％ 対前年度比  △ 3.0％） 

企 業 債 現 在 高 

                              （ 単 位 ： 百 万 円 、 ％ ）  

26年度 25年度

A 構成比 B C(A－B) C／B

上 水 道 134,940 27.3 139,384 △ 4,444 △ 3.2

工 業 用 水 道 262 0.1 298 △ 36 △ 12.1

病 院 3,387 0.7 3,717 △ 330 △ 8.9

下 水 道 69,325 14.0 74,115 △ 4,790 △ 6.5

市 場 569 0.1 663 △ 94 △ 14.2

小 計 208,484 42.2 218,178 △ 9,694 △ 4.4

簡 易 水 道 2,352 0.5 3,003 △ 651 △ 21.7

下 水 道 278,534 56.4 284,093 △ 5,559 △ 2.0

市 場 1,021 0.2 1,338 △ 317 △ 23.7

と 畜 場 46 0.0 57 △ 11 △ 19.3

観 光 施 設 121 0.0 127 △ 6 △ 4.7

宅 地 造 成 3,270 0.7 3,372 △ 102 △ 3.0

駐 車 場 0 0.0 0  0  0.0

介 護 サ ー ビ ス 133 0.0 162 △ 29 △ 17.9

電 気 0 0.0 -  0 -

小 計 285,475 57.8 292,152 △ 6,677 △ 2.3

493,959 100.0 510,330 △ 16,371 △ 3.2

対前年度比較
項　　目

県　　　　　計

法

非

適

用

法

適

用

 
 

企 業 債 現 在 高 等 の 推 移 
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*1企業債…地方公営企業の建設改良等に要する資金に充てるために起こす地方債をいう。 
*2 補償金免除繰上償還…特定被災地方公共団体及び特定被災地方公共団体が加入する一部事務組合等における復旧・復興を支援するた

め、平成 25 年度限りの措置として、年利４％以上の旧公営企業金融公庫資金に係る地方債（公営企業債については、水道事業、工業

用水道事業、地下鉄事業及び下水道事業に限る。）の繰上償還を認めるもの。通常、繰上償還の際には、償還期限までの利子相当分を

補償金として支払う必要があったが、特例措置として免除される。 

年度   

合計 
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６ 他 会 計 繰 入 金 の 状 況 

他会計繰入金１：306億84百万円 

・前年度比：＋１億96百万円（＋0.6％） 

・増加要因：病院及び宅地造成に対する繰入の増加 

・下水道の繰入金が全体の79.9％を占め、以下、水道（7.0％）、病院（5.7％）が続く 

・基準内繰入金237億48百万円（全体の77.4％）、基準外繰入金69億36百万円（22.6％） 

 

○ 主な事業の状況 

① 下水道（法適用・法非適用計）245億13百万円（構成比 79.9％ 対前年度比 △ 1.2％） 

② 上水道・簡易水道       21億６千万円（構成比  7.0％ 対前年度比 △ 0.7％） 

③ 病院             17億35百万円（構成比  5.7％ 対前年度比 ＋12.4％） 

④ 宅地造成           15億１千万円（構成比  4.9％ 対前年度比 ＋23.4％）  

 

他 会 計 繰 入 金 

                                                         （ 単 位 ： 百 万 円 、 ％ ）  

26年度 25年度

A 構成比 B C(A－B) C／B

上 水 道 2,024 6.6 1,994 30 1.5

工 業 用 水 道 38 0.1 41 △ 3 △ 7.3

病 院 1,735 5.7 1,544 191 12.4

下 水 道 4,848 15.8 4,884 △ 36 △ 0.7

市 場 129 0.4 72 57 79.2

小 計 8,774 28.6 8,534 240 2.8

簡 易 水 道 136 0.4 181 △ 45 △ 24.9

下 水 道 19,665 64.1 19,926 △ 261 △ 1.3

市 場 455 1.5 473 △ 18 △ 3.8

と 畜 場 48 0.2 56 △ 8 △ 14.3

観 光 施 設 43 0.1 39 4 10.3

宅 地 造 成 1,510 4.9 1,224 286 23.4

駐 車 場 0 0.0 0 0 -

介 護 サ ー ビ ス 52 0.2 54 △ 2 △ 3.7

電 気 0 0.0 - 0 -

小 計 21,910 71.4 21,953 △ 43 △ 0.2

30,684 100.0 30,488 196 0.6

対前年度比較
項  　　  目

　　計

法

非

適

用

法

適

用

 
 

 
他 会 計 繰 入 金 の 推 移 
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249 248 250 248 245

13 11 14 12 15

32 33 30 23 25

82
76 76

68 69

0

50

100

150

200

250

300

350

400

22

319

23

318

24

314

25

305

26

307

他
会
計
繰
入
金

その他

宅地造成

下水道

水道

基準外繰入

億円

 
 

                                                   
１他会計繰入金…一般会計等からの繰入金で、水道事業における消火栓の設置費や下水道事業の雨水分及び一部の汚水分の処理に要す

る経費のように一般会計が負担すべき経費に対する繰入金（基準内繰入金）とそれ以外のもの（基準外繰入金）に分けられる。 

年度   

合計 
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１ 普通会計と公営企業会計との比較 

①公営企業の決算規模は、市町村等普通会計決算規模（歳出決算総額 8,071 億 38 百万円）の 14.4％に相当 

②公営企業の企業債現在高は、普通会計地方債現在高（6,325 億５百万円）の 78.1％に相当 

③企業債現在高と普通会計地方債現在高の合算額は、１兆 1,264 億 64 百万円 

 
決 算 規 模 及 び 企 業 債 等 現 在 高 の 推 移 

                                                    （ 単 位 ： 百 万 円 、 ％ ）  

22年度 23年度 24年度 25年度 26年度

公営企業会計(a) 127,285 120,102 119,645 113,420 116,114

普 通 会 計 (b) 776,338 784,924 776,425 807,096 807,138

比 率 (a)/(b) 16.4 15.3 15.4 14.1 14.4

公営企業会計(c) 573,725 554,407 533,536 510,330 493,959

普 通 会 計 (d) 642,271 634,317 632,291 632,238 632,505

合　　　　計　 1,215,996 1,188,724 1,165,827 1,142,568 1,126,464

比 率 (c)/(d) 89.3 87.4 84.4 80.7 78.1

項    目

決

算

規

模

企
業
債
等
現
在
高

 
(注)普通会計には、市町村で構成する一部事務組合の決算額を含む。 

                                             
 

２ 用語の定義 
 

（１）地方公営企業…地方公共団体が営む事業で、主としてその経費を当該事業の経営に伴う収入をもって

充てるものをいい、法適用の企業と法非適用の企業に分類される。 

（２） 法適用企業…地方公営企業法の規定の全部又は一部を適用している事業であり、経理事務を企業会

計方式で行っているもの。 

（３） 法非適用企業…地方財政法第６条に基づきその経理を特別会計を設けて行っている事業等で、地方

公営企業法の規定を適用していないもの。経理事務は官庁会計方式で行う。 

（４）上水道事業・簡易水道事業…水道法に基づいて人の飲用に適する水を供給する事業をいい、給水人口

が 5,001 人以上の事業を上水道事業、5,000 人以下 101 人以上の事業を簡易水道事業という。 

（５）工業用水道事業…工業用水道事業法に基づいて工業用水道により工業用水（水力発電用及び人の飲用

に供するものを除く）を供給する事業。 

（６）下水道事業…生活環境の保全及び公共用水域の水質保全等の機能を有する基幹的な施設（管渠・処理

場等）により雨水、汚水を処理及び排除する事業をいい、下水道法に基づく下水道事業（公共下水道事

業、特定環境保全公共下水道事業、流域下水道事業等）と下水道法に基づかない農業集落排水施設事業、

小規模集合排水処理施設事業、特定地域生活排水処理施設事業等がある。 

（７）一部事務組合…複数の普通地方公共団体や特別区が、行政サービスの一部を共同で行うことを目的と 

して設置する組織で、地方自治法 284 条第２項により設けられる。 

（８）普通会計…総務省の定める基準により各市町の会計を再構成したもので、財政分析に用いられる理論

上の会計区分。一般会計との公営事業会計を除くすべての特別会計との合算額から、各会計間の繰入れ、

操出し等、相互に重複する部分を控除したものである。 

※公営事業会計…地方公共団体の経営する公営企業と、国民健康保険事業、後期高齢者医療事業、収益

事業（競輪、競馬など）等に係る会計の総称。 

参 考 


